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 香川県に対し、犯罪被害者等支援条例の制定を求めることについて 

 

 長年、犯罪等をめぐる施策は、犯罪等の抑止や加害者の更生等に重点が

おかれ、加害者からの補償がほとんど期待できないにもかかわらず、犯罪

被害者等の権利を尊重する施策はないに等しい状態が続いてきた。近年に

なって、ようやく犯罪被害者等に対する支援策は、徐々に拡充されてきて

いるものの、いまだに十分と言うには遠く及ばない状況にある。 

 国の基本姿勢は、犯罪被害者等に対する支援策につき、地方公共団体に

おける取り組みを「支援」するというものにとどまっている。また、犯罪

被害者等に対して、犯罪被害の発生直後から必要とされるさまざまな初期

支援を、きめ細やかに対応して行うためには、犯罪被害者等にとって、よ

り身近にある地方公共団体による支援が不可欠である。 

 そのため、近年、全国では、犯罪被害者等に対する支援に特化した条例

を制定する動きが盛んになっており、平成２９年４月１日から令和２年度

の間に犯罪被害者等支援に特化した条例を制定する都道府県は、９県から

２０都道府県へとふえる見込みであるものの、ここ香川県においては、犯

罪被害者等の支援について抽象的に定めた、いわゆる安全安心条例がある

のみである。 

 このままでは、同じ犯罪被害に遭った者であっても、ある者は充実した

支援が受けられるのに、ある者は条例の制定されていない香川県に居住し

ているがために、充実した支援が受けられないという事態が生じることに

なりかねない。 

 そこで、香川県地域福祉支援計画が目指す「主体的に参画し、ともに支

え合い、誰もがその人らしく安心して暮らせる地域共生社会の実現」を一

日も早く達成するため、香川県に対し、具体的で充実した支援策を盛り込

んだ犯罪被害者等支援条例を制定することを求めるよう２８名の署名を

添えて請願する。 

 

 


